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カジノ管理委員会第３０回会議の開催状況 

  

第１ 日時、場所及び出席者 

１ 日時  

令和２年１２月１７日 １４時００分～１４時５０分 

２ 場所  

カジノ管理委員会 １２階大会議室 

３ 出席者  

○北村委員長、氏兼委員、渡委員、遠藤委員、樋󠄀口委員 

○徳永事務局長、並木次長、徳田総務企画部長、坂口監督調査部長、芹生総務課長（議事

担当課）、阿波規制監督課長（議事担当課）、笠松財務監督課長（議事担当課） 

 

第２ 要旨 

１ 議決事項 

なし。 

 

２ その他の案件 

（１）令和３年度カジノ管理委員会の予算案・定員の概要について 

総務企画部長より、「令和３年度カジノ管理委員会の予算案・定員の概要」につい

て説明があった。 

 

（２）カジノ事業等の規制（これまでの議論の全体像（２））について 

監督調査部長より、カジノ事業等の規制（これまでの議論の全体像(２)）について

説明があり、主に以下の点について検討した。 

 

・入場管理（下記、IR整備法第七十条、第七十一条、第百十二条参照） 

（入退場時の本人確認等） 

第七十条 カジノ事業者は、入場者について、当該入場者がカジノ行為区画に入場しようとする時

及びカジノ行為区画から退場しようとする時ごとに、当該入場者から行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七号）第二条第七項に

規定する個人番号カード（本邦内に住居を有しない日本人及び外国人並びに本邦内に住居を有す

る外国人であって住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第三十条の四十五の表の上欄

に掲げる者（以下この項において「中長期在留者等」という。）以外のものにあっては、旅券（出

入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）第二条第五号に掲げる旅券をいう。）

その他の特定の入場者を識別することができるものとしてカジノ管理委員会規則で定めるもの）
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の提示を受け、当該入場者から当該個人番号カードに記録された署名用電子証明書（電子署名等

に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成十四年法律第百五十三号）

第三条第一項に規定する署名用電子証明書をいう。）の送信を受ける方法その他の特定の入場者

の識別及び当該入場者に係る入場等回数の確認をすることができるものとしてカジノ管理委員

会規則で定める方法により、本人特定事項（氏名、住所等（本邦内に住居を有する日本人及び中

長期在留者等にあっては住所を、本邦内に住居を有しない日本人にあっては本籍地都道府県名

を、中長期在留者等以外の外国人にあっては国籍をいう。）、生年月日及び写真をいう。以下こ

の条において同じ。）及び当該入場者が前条の規定によりカジノ施設に入場させ、又は滞在させ

てはならないこととされている者（以下この節において「入場禁止対象者」という。）に該当し

ないことの確認をしなければならない。この場合において、カジノ事業者は、カジノ管理委員会

規則で定めるところにより、次に掲げる事項について記録を作成し、これを保存しなければなら

ない。 

一 当該確認をした日時及び当該入場者の本人特定事項（写真を除く。） 

二 当該入場者が入場禁止対象者に該当するかどうかについての当該確認の結果 

三 当該入場者がカジノ行為区画に入場したときは、その入場した日時及び当該カジノ行為区画

から退場した日時 

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項 

２ カジノ事業者は、入場者（本邦内に住居を有しない外国人を除く。次項において同じ。）が前

条第四号又は第五号に掲げる者に該当するかどうか（以下この条において「入場等回数制限対象

者該当性」という。）について前項の確認をするに当たっては、カジノ管理委員会規則で定める

方法により、カジノ管理委員会に対し入場等回数制限対象者該当性についての照会（第五項にお

いて単に「照会」という。）をしなければならない。この場合において、カジノ管理委員会は、

カジノ管理委員会規則で定めるところにより、直ちに、カジノ事業者に回答するものとする。 

 

（入場禁止対象者によるカジノ施設の利用の防止のための措置） 

第七十一条 カジノ事業者は、カジノ施設の適正な利用を確保するため、カジノ管理委員会規則で

定めるところにより、カジノ施設において入場禁止対象者を発見するために必要な措置、カジノ

施設において入場禁止対象者を発見した場合においてこれをカジノ施設から退去させる措置そ

の他入場禁止対象者によるカジノ施設の利用を防止するために必要な措置を講じなければなら

ない。 
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（入場禁止対象者等の利用禁止等の表示） 

第百十二条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、次に掲げる者につい

てカジノ施設の利用の禁止又は制限がされている旨を、本人確認区画の入口及びカジノ行為区画

に表示しなければならない。 

一 第六十八条第一項第一号又は第二号の措置としてカジノ施設の利用を制限している者 

二 入場禁止対象者 

三 第百十条第一項の措置としてカジノ施設の利用を禁止し、又は制限している者 

 

・特定金融業務の規制（下記、IR整備法第二条、第八十条、第八十一条等参照） 

（定義） 

第二条  

８ この法律において「カジノ事業」とは、次に掲げる業務（以下「カジノ業務」という。）を行

う事業をいう。 

二 カジノ行為を行う顧客の依頼を受けて当該顧客の金銭について行う次に掲げる業務（第三

章において「特定金融業務」という。） 

イ 銀行その他のカジノ管理委員会規則で定める金融機関を介し、カジノ事業者の管理する             

当該顧客の口座と当該顧客の指定する預貯金口座との間で当該顧客の金銭の移動に係る為

替取引を行う業務（第三章第二節第四款において「特定資金移動業務」という。） 

    

  （特定資金移動履行保証金の供託） 

第八十条 カジノ事業者は、一月を超えない範囲内でカジノ管理委員会規則で定める期間ごとに、  

当該期間における特定資金移動要履行保証額（各日における未達債務の額（カジノ事業者がその

行う特定資金移動業務に関し負担する債務の額であって、カジノ管理委員会規則で定めるとこ

ろにより算出した額をいう。）と第八十二条第一項の権利の実行の手続に関する費用の額として

カジノ管理委員会規則で定めるところにより算出した額の合計額をいう。）の最高額（次条第三

項第一号において「特定資金移動要供託額」という。）以上の額に相当する額の履行保証金（以

下この款において「特定資金移動履行保証金」という。）を、当該期間の末日（同号において「基

準日」という。）から起算して一週間以内に、当該カジノ事業者に係るカジノ施設の最寄りの供

託所に供託しなければならない。 

 

（特定資金移動履行保証金保全契約等） 

第八十一条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、特定資金移動履行保

証金保全契約（銀行その他のカジノ管理委員会規則で定める者が、特定資金移動業務を行うカジ

ノ事業者のために、カジノ管理委員会の命令に応じて特定資金移動履行保証金を供託する旨の
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契約をいう。以下この条において同じ。）を締結したときは、当該特定資金移動履行保証金保全

契約の効力の存する間、保全金額（当該特定資金移動履行保証金保全契約において供託されるこ

ととなっている金額をいう。以下この条において同じ。）について、特定資金移動履行保証金の

全部又は一部の供託をしないことができる。 

 

・契約・委託の規制（下記、IR整備法第五十三条、第九十三条、第九十四条等参照） 

（業務方法書） 

第五十三条 業務方法書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

九 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項 

 

（カジノ事業者が行う業務の委託） 

第九十三条 カジノ事業者は、次に掲げる業務を除き、カジノ業務を他の者に委託してはならない。 

三 前二号に掲げるもののほか、カジノ事業の健全な運営に及ぼす影響が少ない業務としてカ

ジノ管理委員会規則で定めるもの 

２ カジノ事業者は、その行う業務を他の者に委託するときは、カジノ管理委員会規則で定めると

ころにより、当該委託する業務の適正な遂行を確保するために必要な措置を講じなければなら

ない。 

 

（契約の締結の制限） 

第九十四条 カジノ事業者は、その行う業務に関し、次の各号のいずれにも該当する契約以外の契

約（カジノ施設利用約款に基づく契約その他の契約で顧客との間で締結するもの、雇用契約及

び国又は地方公共団体との間の契約を除く。以下この款において同じ。）を締結してはならな

い。 

一 契約が次に掲げる基準に適合すること。 

ヘ 当該契約の内容が、相手方にカジノ施設において入場者に対する物品の給付又は役務の提

供をさせるものである場合（カジノ行為区画内関連業務又は前条第一項第三号に掲げる業

務を委託した者に当該委託に基づき物品の給付又は役務の提供をさせるものである場合を

除く。）には、当該物品の給付又は役務の提供が、入場者の利便性の向上を図るものであっ

てカジノ事業者以外の者でなければすることが困難なものとしてカジノ管理委員会規則で

定めるものであること。 

 

・カジノ行為区画内関連業務及び苦情の処理に関する規制（下記、IR 整備法第四十条、

第九十一条、第百十一条参照） 
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（免許の申請） 

第四十条 認定設置運営事業者は、前条の免許を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載し

た申請書をカジノ管理委員会に提出しなければならない。 

九 カジノ行為区画内関連業務を行おうとするときは、その種別及び内容その他カジノ管理委

員会規則で定める事項 

 

（カジノ行為区画内関連業務の規制） 

第九十一条  

２ カジノ事業者は、前項の承認を受けようとするときは、カジノ管理委員会規則で定めるところ

により、その行おうとするカジノ行為区画内関連業務の種別及び内容その他カジノ管理委員会

規則で定める事項を記載した申請書及びその添付書類をカジノ管理委員会に提出しなければな

らない。 

 

（苦情の処理のための措置） 

第百十一条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ業務又はカジ

ノ行為区画内関連業務に係る苦情の処理に関する記録を作成しこれを保存することその他の苦

情の適切かつ迅速な処理を図るために必要な措置を講じなければならない。 

２ カジノ事業者は、前項の措置を的確に実施するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める措置 

 

・暴力団員等の排除（下記、IR整備法第四十一条、第七十条、第七十一条等参照） 

（免許の基準等） 

第四十一条 カジノ管理委員会は、第三十九条の免許の申請があったときは、当該申請が次に掲 

げる基準に適合するかどうかを審査しなければならない。 

一 申請者が、人的構成に照らして、カジノ事業を的確に遂行することができる能力を有し、か

つ、十分な社会的信用を有する者であること。 

二 申請者の役員が十分な社会的信用を有する者であること。 

三 出資、融資、取引その他の関係を通じて申請者の事業活動に支配的な影響力を有する者が十

分な社会的信用を有する者であること。 

四 申請者の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者（営業に関し成年者と同一の行為能

力を有しない未成年者であるときは、その法定代理人（法定代理人が法人であるときは、その

役員を含む。以下同じ。））及び当該主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者が法人等

であるときはその役員が十分な社会的信用を有する者であること。 



 

6 
 

五 当該申請に係る特定複合観光施設区域の施設土地権利者（営業に関し成年者と同一の行為能

力を有しない未成年者であるときは、その法定代理人）及び当該施設土地権利者が法人である

ときはその役員が十分な社会的信用を有する者であること。 

２ カジノ管理委員会は、第三十九条の免許の申請について、次の各号に掲げる事由のいずれか   

に該当するとき、又は申請書若しくはその添付書類のうちに虚偽の記載があり、若しくは重要な

事実の記載が欠けているときは、当該免許を与えてはならない。 

二 申請者の役員のうちに次のイ又はロに掲げる者のいずれかに該当する者があること。 

イ 個人であるときは、次の（１）から（９）までに掲げる者のいずれかに該当する者 

（８） 暴力団対策法第二条第六号に規定する暴力団員（以下この（８）において「暴力団

員」という。）又は暴力団員でなくなった日から起算して五年を経過しない者 

三 出資、融資、取引その他の関係を通じて申請者の事業活動に支配的な影響力を有する者のう

ちに前号イ（（９）を除く。）又はロに掲げる者のいずれかに該当する者があること。 

四 申請者の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者のうちに第六十条第二項各号に掲   

げる者のいずれかに該当する者があること。 

五 当該申請に係る特定複合観光施設区域の施設土地権利者のうちに第百三十八条第二項にお

いて準用する第六十条第二項各号に掲げる者のいずれかに該当する者があること。 

 

（入退場時の本人確認等） 

第七十条 カジノ事業者は、入場者について、当該入場者がカジノ行為区画に入場しようとする時

及びカジノ行為区画から退場しようとする時ごとに、当該入場者から行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七号）第二条第七項に

規定する個人番号カード（本邦内に住居を有しない日本人及び外国人並びに本邦内に住居を有す

る外国人であって住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第三十条の四十五の表の上欄

に掲げる者（以下この項において「中長期在留者等」という。）以外のものにあっては、旅券（出

入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）第二条第五号に掲げる旅券をいう。）

その他の特定の入場者を識別することができるものとしてカジノ管理委員会規則で定めるもの）

の提示を受け、当該入場者から当該個人番号カードに記録された署名用電子証明書（電子署名等

に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成十四年法律第百五十三号）

第三条第一項に規定する署名用電子証明書をいう。）の送信を受ける方法その他の特定の入場者

の識別及び当該入場者に係る入場等回数の確認をすることができるものとしてカジノ管理委員

会規則で定める方法により、本人特定事項（氏名、住所等（本邦内に住居を有する日本人及び中

長期在留者等にあっては住所を、本邦内に住居を有しない日本人にあっては本籍地都道府県名

を、中長期在留者等以外の外国人にあっては国籍をいう。）、生年月日及び写真をいう。以下こ

の条において同じ。）及び当該入場者が前条の規定によりカジノ施設に入場させ、又は滞在させ



 

7 
 

てはならないこととされている者（以下この節において「入場禁止対象者」という。）に該当し

ないことの確認をしなければならない。この場合において、カジノ事業者は、カジノ管理委員会

規則で定めるところにより、次に掲げる事項について記録を作成し、これを保存しなければなら

ない。 

一 当該確認をした日時及び当該入場者の本人特定事項（写真を除く。） 

二 当該入場者が入場禁止対象者に該当するかどうかについての当該確認の結果 

三 当該入場者がカジノ行為区画に入場したときは、その入場した日時及び当該カジノ行為区画

から退場した日時 

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項 

 

（入場禁止対象者によるカジノ施設の利用の防止のための措置） 

第七十一条 カジノ事業者は、カジノ施設の適正な利用を確保するため、カジノ管理委員会規則で

定めるところにより、カジノ施設において入場禁止対象者を発見するために必要な措置、カジノ

施設において入場禁止対象者を発見した場合においてこれをカジノ施設から退去させる措置そ

の他入場禁止対象者によるカジノ施設の利用を防止するために必要な措置を講じなければなら

ない。 

 

・カジノ施設及び周辺の安全対策（下記、IR整備法第百十条参照） 

（カジノ施設及びその周辺における秩序の維持のための措置） 

第百十条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、犯罪の発生の予防並び

に善良の風俗及び清浄な風俗環境の保持その他のカジノ施設及びその周辺における秩序の維持

を図るため、カジノ施設を利用させることが不適切であると認められる者によるカジノ施設の利

用の禁止又は制限、カジノ施設及びその周辺における監視及び警備の実施その他の必要な措置を

講じなければならない。 

 

以上 


